
　   平成３１年度予算会計別一覧表
単位：千円、％

当初予算額 予算額（５月補正後） 差引 対前年比

平成31年度(A) 平成30年度(B) (A)－(B) （A）／（B）

27,966,602 27,376,557 590,045 102.2

国民健康保険事業 5,273,847 5,153,233 120,614 102.3

介 護 保 険 事 業 5,497,681 5,414,173 83,508 101.5

後期高齢者医療事業 592,198 591,032 1,166 100.2

簡 易 水 道 事 業 199,771 207,039 △ 7,268 96.5

温 泉 配 湯 事 業 9,249 9,167 82 100.9

住宅資金貸付事業 35,408 53,737 △ 18,329 65.9

土 地 取 得 事 業 1,007 36,007 △ 35,000 2.8

下 水 道 事 業 2,714,459 2,734,285 △ 19,826 99.3

駐 車 場 事 業 6,805 16,187 △ 9,382 42.0

集 落 排 水 事 業 637,167 628,942 8,225 101.3

高 城 財 産 区 3,386 6,403 △ 3,017 52.9

小 鴨 財 産 区 1,347 2,700 △ 1,353 49.9

北 谷 財 産 区 787 787 0 100.0

上 北 条 財 産 区 15,657 16,858 △ 1,201 92.9

14,988,769 14,870,550 118,219 100.8

企
業
会
計

水 道 事 業 1,314,810 1,183,247 131,563 111.1

44,270,181 43,430,354 839,827 101.9

一　般　会　計

小 計

合 計

 　　区　　　　　分

特

別

会

計



基金の状況【平成３１年度当初】

30年度末 31年度末

現 在 高 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 3,446 2 3,448

博 物 館 資 料 整 備 基 金 2,972 2 2,974

緑 を 守 り 育 て る 基 金 28,484 5 4,346 24,143

職 員 退 職 手 当 基 金 144,163 765 144,928

公 共 施 設 等 建 設 基 金 27,311 3 27,314

教 育 振 興 基 金 168,964 457 1,047 168,374

ふ る さ と 農 村 活 性 化 基 金 17,974 2 17,976

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 153,346 16 44,555 108,807

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 876,012 337 89,000 787,349

遥 か な ま ち 倉 吉 ふ る さ と 基 金 1,635 2 1,637

企 業 立 地 推 進 基 金 101,625 11 50,000 51,636

地 域 産 業 振 興 基 金 69,285 9 6,000 63,294

倉 吉 ふ る さ と 未 来 づ く り 基 金 566,287 625,161 548,252 643,196

三 松 奨 学 育 英 基 金 0 48,254 6,038 42,216

財 政 調 整 基 金 975,250 75,091 606,440 443,901

減 債 基 金 1,597,918 160 406,741 1,191,337

計 4,734,672 750,277 1,762,419 3,722,530

30年度末 31年度末

現 在 高 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 612,629 30,271 134,000 508,900

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 111,953 7,286 119,239

公 営 企 業 等 財 政 調 整 基 金 32,146 3,154 1 35,299

高 城 財 産 区 財 政 調 整 基 金 37,629 5 3,380 34,254

用 品 調 達 基 金 2,600 2,400 2,350 2,650

土 地 開 発 基 金 18,923 7 1,000 17,930

計 815,880 43,123 140,731 718,272

※温泉配湯事業積立基金は公営企業等財政調整基金へ名称変更

31年度

31年度

区　　　分

区　　　分



（千円）

款 項 目
事
業
新規
等

施策 震災
委員
会

担当
課

事業名 ページ 予算額 うち一般財源

歳入

1 - - - 総建 税務 市税 1 5,695,543 5,695,543

6 1 1 - 総建 税務 地方消費税交付金 1 929,061 929,061

9 2 1 - 総建 財政 子ども・子育て支援臨時交付金 2 72,274 72,274

10 1 1 - 総建 財政 地方交付税 2 7,330,000 7,330,000

18 1 - - 総建 財政 基金繰入金 3 1,764,769 606,440

21 1 7 - 総建 財政 臨時財政対策債 3 591,053 591,053

歳出

2 1 1 3 新規 行政 総建 総務 車両業務（マイクロバス購入） 4 9,985 1,085

2 1 1 26 行政 ○ 総建 総務 【震災関連】庁舎整備等事業 4 799,292 161,722

2 1 1 28 新規 行政 ○ 総建 総務 第２庁舎管理 5 169,184 169,184

2 1 9 1 生活 総建 防災
交通安全対策（高齢運転者運転免許証自主
返納支援事業補助金）

5 7,286 7,286

8 5 2 3 生活 ○ 総建 防災 【震災関連】被災者住宅再建支援事業 6 78,231 8,031

9 1 4 1 新規 生活 総建 防災 水防対策（水害ハザードマップ作成） 6 13,596 6,798

9 1 5 1 新規 生活 総建 防災 災害対策（災害情報システム構築） 7 21,314 2,025

2 2 2 1 新規 行政 総建 税務 賦課徴収（地方税共通納税システム） 7 6,201 0

2 1 10 25 新規 生活 企産 企画 携帯電話等エリア整備事業 8 18,710 79

2 1 6 31 拡充 行政 企産 商観 ふるさと納税 8 350,509 0

2 1 7 45 新規 産業 企産 商観
中心市街地活性化推進事業（第２期中心市
街地活性化基本計画策定）

9 5,261 0

7 1 2 3 産業 企産 商観 企業誘致（企業立地促進補助金） 9 322,837 222,837

7 1 2 7 新規 産業 企産 商観
商店街等活性化（まちなか振興ビジネス活
性化事業費補助金）

10 2,000 1,000

7 1 2 26 産業 企産 商観 大谷工業団地再整備事業 10 86,420 86,420

7 1 3 1 新規 産業 企産 商観
観光一般（若者地域定着促進事業費補助
金）

11 5,000 2,500

7 1 3 8 新規 産業 企産 商観
観光施設維持管理事業（関金地区）（ドッ
グラン整備）

11 837 0

7 1 3 25 拡充 産業 企産 商観 地域資源観光活用事業（関金地区）（ONSENガストロノミー
ツーリズム負担金ほか）

12 5,350 4,025

7 1 3 26 拡充 産業 企産 商観 琴桜記念館運営事業 12 5,886 5,886

7 1 3 29 拡充 産業 企産 商観
ポップカルチャーによる観光客等誘致促進
事業

13 5,406 2,500

7 1 3 34 産業 企産 商観 地域おこし協力隊による新・湯治推進事業 13 3,952 3,952

2 1 7 4 拡充 教育 企産 地域 韓国姉妹都市等交流 14 1,633 1,603

2 1 7 29 教育 企産 地域 定住対策事業 14 10,708 1,517

2 1 7 51 拡充 教育 企産 地域 スポーツ活動振興 15 3,089 3,089

6 1 3 23 産業 企産 農林 鳥取梨生産振興事業 15 16,498 1,618

平 成 31 年 度 予 算 主 な 事 業



（千円）

款 項 目
事
業
新規
等

施策 震災
委員
会

担当
課

事業名 ページ 予算額 うち一般財源

平 成 31 年 度 予 算 主 な 事 業

6 1 3 38 産業 企産 農林 鳥獣被害総合対策事業 16 23,213 11,448

6 1 3 45 産業 企産 農林 農業次世代人材投資事業 16 20,250 0

6 1 3 58 産業 企産 農林 親元就農促進支援交付金事業 17 6,100 2,034

6 1 3 64 新規 産業 企産 農林 園芸産地活力増進事業 17 750 250

6 1 3 66 産業 企産 農林 定年帰農者等支援事業 18 900 900

6 1 3 77 拡充 産業 企産 農林 園芸産地継承システムづくり支援事業 18 3,200 1,600

6 1 3 79 新規 産業 企産 農林 もうかる６次化・農商工連携支援事業 19 14,000 3,500

6 1 4 14 新規 産業 企産 農林 畜産・酪農収益力強化特別対策事業 19 38,895 0

6 2 2 9 新規 産業 企産 農林
森林病害虫等防除（ナラ枯れ被害林等若返
り対策事業）

20 4,900 0

6 2 2 25 産業 企産 農林 単県斜面崩壊復旧事業 20 38,000 0

6 2 2 28 産業 企産 農林 きのこ王国鳥取推進事業 21 500 500

3 1 8 6 拡充 福祉 企産 人権 人権啓発推進（人権同和問題意識調査） 21 712 712

3 1 1 42 福祉 教福 福祉 生活困窮者自立支援 22 26,239 8,102

3 2 1 6 拡充 福祉 教福 子ども 児童扶養手当 22 378,293 253,377

3 2 1 8 拡充 福祉 教福 子ども 児童健全育成 23 96,491 3,348

3 2 2 9 新規 福祉 教福 子ども 病児保育事業（保育室移設） 23 6,846 1,281

3 2 2 2 拡充 福祉 教福 子ども 保育所運営（幼児教育・保育の無償化） 24 1,362,440 409,696

3 2 2 14 新規 福祉 教福 子ども 幼児教育・保育利用者負担無償化事業 24 21,025 2,664

3 1 4 1 拡充 福祉 教福 長寿
老人福祉一般（緊急通報システム機器更新及
び地域医療介護総合確保基金事業補助金）

25 99,688 2,318

4 1 1 10 新規 福祉 教福 保健セ 妊産婦・乳幼児健康診査（産婦健康診査） 25 2,034 1,034

4 1 1 18 福祉 教福 保健セ
妊娠・出産包括支援事業（産後ケア事業及
び母子手帳アプリ）

26 900 350

4 1 3 4 福祉 教福 保健セ
個別予防接種（高齢者用肺炎球菌ワクチン
予防接種）

26 5,215 5,215

8 4 2 3 新規 産業 総建 管理
まちづくり管理（倉吉バスプラザ洗浄機付
洋式トイレ改修）

27 335 335

8 4 2 4 生活 総建 管理 公園管理事業（屋外遊具修繕） 27 5,672 1,672

8 4 2 5 新規 生活 総建 管理
都市公園管理（河北中央公園トイレ屋根修
繕）

28 3,487 3,487

8 4 2 16 生活 総建 管理
公園施設長寿命化対策支援事業（打吹公園
管理事務所改修及び屋外遊戯施設取替）

28 8,974 2,983

8 2 1 3 拡充 生活 総建 建設
除雪対策（除雪車両借上料単価改定及び除
雪車購入）

29 54,067 32,967

8 2 3 2 生活 総建 建設 一般道路新設改良 29 70,060 7,060

8 2 3 3 生活 総建 建設
地方道路整備事業（地域活力基盤創造交付
金）

30 72,500 3,641

8 2 3 9 生活 総建 建設 一般道路新設改良（緊急防災・減災事業） 30 13,212 12

8 2 3 11 生活 総建 建設
安全・安心生活空間の整備（社会資本整備
総合交付金）

31 344,000 25,685

8 3 1 1 生活 総建 建設 河川総務及び維持（福光川改修工事） 31 30,000 3,000



（千円）
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事
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平 成 31 年 度 予 算 主 な 事 業

8 3 2 3 生活 総建 建設 自然災害防止対策 32 7,000 0

8 1 2 1 新規 生活 総建 建築
建築指導（既存民間施設の福祉避難所とし
ての改修整備）

32 71,700 17,925

8 1 2 4 新規 生活 総建 建築
空き家対策（所有者調査特定及び特定空き
家等解体撤去）

33 1,800 900

8 5 2 2 新規 生活 総建 建築 地域住宅交付金事業 33 6,590 3,296

2 1 6 34 新規 教育 教福 教育総 三松奨学育英基金積立金 34 48,254 0

10 1 1 42 新規 教育 教福 教育総 三松奨学育英事業 34 6,038 0

10 2 1 2 新規 教育 教福 教育総
小学校運営（総務）（小鴨小学校用地購
入）

35 9,064 9,064

10 2 2 4 新規 教育 教福 教育総 小学校保健（教職員面接指導） 35 20 20

10 2 2 8 教育 教福 教育総 小学校就学援助 36 10,449 9,510

10 3 1 4 新規 教育 教福 教育総 中学校保健（教職員面接指導） 36 80 80

10 3 2 8 教育 教福 教育総 中学校就学援助 37 12,679 11,629

10 1 2 28 教育 教福 学教 適正配置準備 37 948 948

10 2 1 3 教育 教福 学教
小学校運営（学校）（教員加配協力金・複
式学級補助教員）

38 13,284 13,284

10 3 1 3 教育 教福 学教 中学校運営（学校）（教員加配協力金） 38 10,000 10,000

10 3 2 24 新規 教育 教福 学教 部活動指導員配置事業 39 662 236

7 1 2 26 教育 教福 文化財 中尾遺跡第３次発掘調査事業 39 25,720 25,720

10 4 3 5 教育 ○ 教福 文化財 伝統的建造物群保存地区保存事業 40 117,499 5,357

10 4 3
6
40

教育 ○ 教福 文化財 指定文化財保存整備（震災関連を含む。） 40 21,726 11,641

10 4 3 42 教育 教福 文化財 史跡大御堂廃寺跡整備事業 41 4,064 1,626

10 4 7 3 新規 教育 教福 図書館
読書活動推進（市立図書館30周年記念事
業）

41 529 529

10 4 7 9 教育 教福 図書館 山上憶良短歌募集 42 1,024 1,021

10 4 5 16 教育 教福 博物館 特別展「菅楯彦大賞展」 42 950 950

10 4 5 37 新規 教育 教福 博物館 特別展「金澤翔子展」 43 2,000 2,000

2 4 3 1 行政 総建 選管 参議院議員通常選挙費 43 24,493 729

2 4 4 1 行政 総建 選管 鳥取県知事選挙費 44 13,766 0

2 4 5 1 行政 総建 選管 鳥取県議会議員一般選挙費 44 4,822 0

債務負担行為の算出根拠一覧 45
基金繰入金充当事業一覧 47

※　表中「施策」欄は、事業ごとで”くらよしよし”ふるさとビジョン（第11次倉吉市総合計画）に掲げる４つの

　基本目標に「行政経営の方針」を加えた事業の性質の分類を示しています。

・産業 いきいきと働くことができるまち【産業】

・福祉 いつまでも健やかに過ごせるまち【福祉・健康・人権】

・教育 活力に満ち、豊かな心と文化が息づくまち【教育・文化・コミュニティ】

・生活 安全・安心で快適に暮らせるまち【生活基盤施設・環境・防災等】

・行政 行政の経営方針（市民参画と協働のまちづくりを支える仕組の充実　など）





担 当 課 施 策

事 業 名 4

当初予算額 会計 一般 款 1 項 目

前年度 国 一般財源

5,652,313 5,695,543

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 6

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 1

前年度予算額 国 一般財源

985,525 929,061

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

税務課 43 安定的に自主財源を確保する

【歳入】市税 予算説明書ページ

市税

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,695,543

　法令等に基づく適正な賦課徴収を行い、歳入を確保するもの。

市税歳入は、平成30年度に比べ43,230千円の増額（0.76％）を見込む。

　個人市民税　1,891,900千円（所得割増及び鳥取県中部地震に係る雑損控除減による増　30,800千円）
　法人市民税　  524,200千円（法人税率改正及び企業景気予測見込みによる減　△21,400千円）
　固定資産税　2,763,800千円（既存家屋の価格据置年度であるため新増築家屋による増　45,488千円）
　軽自動車税　  180,200千円（改正税率適用車増加による増　7,300千円）
　環境性能割　　  8,343千円（税制改正に伴う新規税目導入による増　8,343千円）　
　たばこ税　　  325,000千円（たばこ消費の減少による減 △27,000千円）
　入湯税　　　    1,800千円（入湯者数の減少による減　△101千円）
　都市計画税　    　300千円（滞納繰越額の減少による減 △200千円）

税務課 　　　　43 安定的に自主財源を確保する

【歳入】地方消費税交付金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

地方消費税交付金 地方消費税交付金 地方消費税交付金

本年度（千円） 県 地方債 その他

929,061

　消費税等のうち、地方税である地方消費税の1/2が市町村に交付されるもの。
　平成26年４月１日以降の消費税率等の税率改正に伴う地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確
化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされている。

〇地方消費税交付金　929,061千円
　・一般財源分　 　 531,237千円　
　・社会保障財源分  397,824千円　
　　　引上げ分の地方消費税の使途の明確化（社会保障施策に要する経費に充てるもの）
　≪歳出≫社会保障施策に要する経費　7,409,874千円（うち一般財源3,347,462千円）

左の
財源内訳

予算額の
財源内訳

（千円）

施 策 分 類 計 国 費 県 費 そ の 他 一 般 財 源

社会福祉

 児童福祉、障がい者福祉、

 高齢者福祉、生活保護扶助　等

社会保険

 国民健康保険、介護保険、

 後期高齢者保険

保健衛生

 医療施策、予防対策、

 健康増進　等

合 計  7,409,874  2,781,673  1,070,461    210,278  3,347,462 

 5,112,125  2,707,694    755,057    178,179  1,471,195 

 1,783,535     73,852    178,229          -  1,531,454 

   514,214        127    137,175     32,099    344,813 

1



担 当 課 施 策

事 業 名 7

当初予算額 会計 一般 款 9 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

0 72,274

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 7

当初予算額 会計 一般 款 10 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

7,090,000 7,330,000

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】子ども・子育て支援臨時交付金 予算説明書ページ

地方特例交付金 子ども・子育て支援臨時交付金 子ども・子育て支援臨時交付金

本年度（千円） 県 地方債 その他

72,274

　平成31年度の地方財政対策において、平成31年度の幼児教育の無償化に係る地方負担分を臨時的に全額国にお
いて措置するための子ども・子育て支援臨時交付金を創設されることとされた。なお、この交付金の額は、普通
交付税の算定の際、基準財政収入額・基準財政需要額のいずれにも算入されない。

・72,274千円　幼児教育の無償化に伴う市の負担額を考慮

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】地方交付税 予算説明書ページ

地方交付税 地方交付税 地方交付税

本年度（千円） 県 地方債 その他

7,330,000

　普通交付税は、地方公共団体が自主的に行政を運営する機能が損なわれることがないようにするため、その財
政需要額が財政収入額を超える場合に交付されるもので、地方交付税全体の94％。
　特別交付税は、災害等の特別な財政需要を考慮して交付されるもので、地方交付税全体の６％。

・普通交付税　6,530,000千円　地方財政対策における同交付税の過年度比増減率を考慮
・特別交付税　　800,000千円　同上

左の
財源内訳

左の
財源内訳

2



担 当 課 施 策

事 業 名 24

当初予算額 会計 一般 款 18 項 1 目

前年度 国 一般財源

1,653,187 606,440

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 33

当初予算額 会計 一般 款 21 項 1 目 8

前年度 国 一般財源

722,175 591,053

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】基金繰入金 予算説明書ページ

繰入金 基金繰入金

本年度（千円） 県 地方債 その他

1,764,769 1,158,329

　基金は特定の目的のために設置されたものであり、その目的達成のために必要な金額を一般会計に繰り入れる
もの。

○主な基金繰入金の額及びその充当先（千円）
　・財政調整基金繰入金　606,440
　・減債基金繰入金　406,741
　・若者の定住化促進基金繰入金　89,000
　・地域産業振興基金繰入金　6,000
　・倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　548,252
　・三松奨学育英基金繰入金　6,038
※基金繰入金の充当先（事業別）は、巻末に掲載。

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】臨時財政対策債 予算説明書ページ

市債 市債 臨時財政対策債

本年度（千円） 県 地方債 その他

591,053

　臨時財政対策債は、国が地方交付税の原資となるべき財源が不足した場合に、これに替えてその分を地方公共
団体に発行させる地方債の一種。その償還に要する経費は、後年度の地方交付税で措置される。

・591,053千円　地方財政対策における同地方債の過年度比増減率を考慮

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 36

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

0 1,085

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 37

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

26,774 49,070 161,722

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

総務課 　　　　44 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

車両業務（マイクロバス購入） 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

9,985 8,900

　利用者の安全と安定的な運行を確保するため、経年劣化したマイクロバスの買替えを行うもの。

○現在運航しているマイクロバスは、経年劣化により近年故障が相次いでおり、また、排ガス規制により大阪府
域を発着することができないなど運行上の制限もあることから、新規格の車両に更新する。
　・備品購入費　9,985千円　公用マイクロバス

【地方債】地域活性化事業債　8,900千円

総務課 　　　　44 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

【震災関連】庁舎整備等事業 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

799,292 588,500

　鳥取県中部地震により被害を受けた庁舎の復旧に関し、未活用の民間施設を整備して第２庁舎とするもの。

・委託料　18,106千円　第２庁舎整備工事監理業務　総事業費25,866千円－H30支出見込額7,760千円
・工事請負費　781,186千円　第２庁舎整備工事　総事業費1,301,977千円－H30支出見込額520,791千円

【国】住宅・建築物安全ストック形成事業交付金　49,070千円
【地方債】緊急防災・減災事業債　30,500千円
　　　　　公共施設等適正管理事業債　22,200千円
　　　　　庁舎整備事業債　535,800千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 36

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

0 169,184

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 47

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 9

前年度 国 一般財源

1,401 7,286

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

総務課 　　　　44 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

第２庁舎管理 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

169,184

　第２庁舎の整備に関連して必要となる経費。

○第２庁舎の整備に伴って必要となる駐車場、窓口カウンター等の備品、電話・ネットワーク等の設備等の整備
に要する経費及び現在の本庁舎等からの移転のための経費
　・役務費　10,915千円　庁舎内ネットワーク整備等
　・委託料　47,433千円
　　　設計業務委託料（第２庁舎駐車場整備）　　　 813千円
　　　設備移転業務委託料（庁舎移転業務）　　　35,000千円
　　　設備整備委託料（電話設備・非常通報設備）11,620千円
　・備品購入費　110,836千円　窓口カウンター・事務机・保管庫・会議室用テーブルほか

防災安全課 　　　　37 犯罪や事故のないまちをつくる

交通安全対策（高齢運転者運転免許証自主返納支援事業補助金） 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 交通対策費

本年度（千円） 県 地方債 その他

7,286

　高齢者が自動車運転免許証を自主的に返納しやすい環境づくりを推進することにより、高齢運転者の交通事故
防止を図るもの。

・負担金補助及び交付金　7,286千円　倉吉市高齢運転者運転免許証自主返納支援事業補助金
　　　　　　　　　　　　バス定期券又はタクシー共通乗車券（156人×２回分）

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 111

当初予算額 会計 一般 款 8 項 5 目 2

前年度 国 一般財源

306,921 8,031

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 113

当初予算額 会計 一般 款 9 項 1 目 4

前年度 国 一般財源

0 6,798 6,798

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

防災安全課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

【震災関連】被災者住宅再建支援事業 予算説明書ページ

土木費 住宅費 住宅建設費

本年度（千円） 県 地方債 その他

78,231 70,200

　平成28年10月21日に発生した鳥取県中部地震による被災住宅の早期再建を図るため、住宅に被害を受けた被災
世帯に対し、住宅の再建に係る費用を支援するもの。

○需用費　 87千円　事務用品等
○役務費　144千円　郵送料
○負担金補助及び交付金　78,000千円　被災者住宅再建支援金
      ・半壊（損害率20％以上40％未満）
　　　　　２人以上世帯：12世帯 1,000千円限度
　　　　　１人世帯　　：12世帯 　750千円限度
  　　・一部損壊（損害率10％以上20％未満）：190世帯　300千円限度

【県】被災者住宅支援金交付事業費補助金　70,200千円

防災安全課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

水防対策（水害ハザードマップ作成） 予算説明書ページ

消防費 消防費 水防費

本年度（千円） 県 地方債 その他

13,596

　洪水等の水害による被害の軽減を図るため、水害ハザードマップの作成等を行い、市民等の防災意識の普及啓
発を行うもの。              

・需用費　2,750千円　水害ハザードマップ印刷製本費
　　　　日本語版22,000部、外国語版200部
・委託料　10,846千円　 水害ハザードマップ作成業務
　　　　想定最大規模降雨の場合の浸水想定区域、避難所情報、防災学習情報等を掲載したもの

【国】総合流域防災事業効果促進交付金　6,798千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 114

当初予算額 会計 一般 款 9 項 1 目 5

前年度 国 一般財源

0 2,025

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 50

当初予算額 会計 一般 款 2 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

防災安全課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

災害対策（災害情報システム構築） 予算説明書ページ

消防費 消防費 災害対策費

本年度（千円） 県 地方債 その他

21,314 1,989 17,300

　災害時に迅速かつ的確な災害対策を実施し、被害の未然防止及び軽減を図るため、市民等からの多数の災害情
報や対応状況等を全庁的に集約し、共有するための災害情報システムを構築するもの。

・委託料　17,335千円　災害情報システム構築業務
　　　　災害情報等共有機能、避難行動要支援者情報管理機能、被災者支援管理機能等
・備品購入費　3,979千円　システム用情報端末（災害対策本部員用タブレット式パソコン）整備15台

【県】防災・危機管理対策交付金（50％）：1,989千円
【地方債】緊急防災・減災事業債（100％）：17,300千円

税務課 43 安定的に自主財源を確保する

賦課徴収（地方税共通納税システム） 予算説明書ページ

総務費 徴税費 賦課徴収費

本年度（千円） 県 地方債 その他

6,201 6,201

　平成31年10月１日から地方税共通納税システムにより一度の手続で複数の地方公共団体への納税が可能となる
ため、その対応経費。対象税目は、法人市民税、個人住民税（特別徴収分）、個人住民税（退職所得）。

○委託料　6,201千円
　　・地方税共通納税システム構築作業委託料　5,823千円
　　　　本市の収納システムとの連携機能構築及び連携テストに係る費用
　　・地方税共通納税システム導入作業委託料　　378千円
　　　　電子情報処理組織（eLTAX）の地方税共通納税システム導入に係る初期導入費用

【県】県民税徴収事務費負担金　70,607千円（うち事業充当分 6,201千円）

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 48

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 10

前年度 国 一般財源

0 79

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 41

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 6

前年度 国 一般財源

289,824 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

企画課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

携帯電話等エリア整備事業 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 諸費

本年度（千円） 県 地方債 その他

18,710 14,968 2,000 1,663

　携帯電話の不感地区の解消を図るため、そのための施設を整備するもの。

・委託料　6,540千円
　　整備工事に係る設計監理　5,940千円
　　携帯電話用鉄塔施設用地・登記委託（分筆）　600千円
・工事請負費　12,110千円　携帯電話用鉄塔施設整備　　　　 　　　　
・公有財産購入費　60千円　用地購入費

【県】　　情報通信格差是正事業費補助金　14,968千円
【地方債】辺地対策事業債　2,000千円
【その他】携帯電話等エリア整備事業分担金　1,663千円（通信事業者）

商工観光課 　　　　43 安定的に自主財源を確保する

ふるさと納税 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 財産管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

350,509 350,509

　安定的な財源確保と地域産物をはじめとした倉吉市の魅力を全国へ広く発信するため、ふるさと納税の取組を
推進するもの。ポータルサイトを利用して情報発信力の強化を図る。

○需用費　276,559千円
　・消耗品費　273,200千円　返礼品代等                          
　・印刷製本費  3,359千円　パンフレット等
○役務費　 68,212千円
　・通信運搬費  7,417千円　寄附金受領証、パンフレット等の送付
　・広告料　54,865千円　ふるさと納税サイトWEB広告
　・手数料　5,930千円　クレジット支払等に伴うもの
○その他事務費　5,738千円
　・共済費669千円　・賃金4,064千円　事務補助員３人
　・報償金16千円　・旅費348千円　・委託料300千円　・使用料及び賃借料341千円

【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　350,509千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 42

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度 国 一般財源

0 5,261

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 96

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

308,517 222,837

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】28 にぎわいのあるまちなかを再生する

中心市街地活性化推進事業（第２期中心市街地活性化基本計画策定） 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 企画費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,261

　倉吉市の中心市街地活性化基本計画は、平成31（2019）年度でその第１期の期間が満了するところ、引き続き
中心市街地の活性化に取り組むため、第２期の期間(2020年度～2024年度）の計画を策定するもの。

・委託料　5,261千円　第２期中心市街地活性化基本計画策定支援業務

商工観光課 【戦略】3 ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

企業誘致（企業立地促進補助金） 予算説明書ページ

商工費 商工費 商工業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

322,837 100,000

　企業立地による雇用の創出、地域経済の活性化の促進を図るため、誘致企業及び市内既存企業の新設・増設事
業の支援を行うもの。

・負担金補助及び交付金　322,837千円　企業立地促進補助金（６社）
　　　　　企業① 85,494千円
          企業②115,829千円
          企業③ 11,350千円
          企業④ 12,906千円
　　　　　企業⑤ 93,658千円
          企業⑥  3,600千円

【その他】企業立地推進基金繰入金　　　　50,000千円
　　　　　若者の定住化促進基金繰入金　　50,000千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 96

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

0 1,000

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 96

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

79,790 86,420

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】28 にぎわいのあるまちなかを再生する

商店街等活性化（まちなか振興ビジネス活性化事業費補助金） 予算説明書ページ

商工費 商工費 商工業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

2,000 1,000

　商店街等の活性化を図り、にぎわいのあるまちづくりをめざすもの。

・負担金補助及び交付金　2,000千円　まちなか振興ビジネス活性化事業費補助金　
　　打吹回廊オープニングにあわせて行われる商店街等の活性化につながる取組への支援

【県】まちなか振興ビジネス活性化事業費補助金　1,000千円

商工観光課 【戦略】3 ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

大谷工業団地再整備事業 予算説明書ページ

商工費 商工費 商工業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

86,420

　市内企業の事業拡大（工場新・増設）に係る用地を確保することにより、雇用の創出及び地域の活性化を図る
もの。企業から斡旋依頼を受け、造成設計及び土地購入並びに埋蔵文化財調査のための表土撤去を行う。

・役務費　40千円　不動産鑑定書類作成手数料
・委託料　33,468千円
　　工業団地造成設計業務　5,797千円
　　発掘調査表土撤去　27,671千円
・公有財産購入費　46,412千円　用地買収（約14,000㎡）
・補償補填及び賠償金　 6,500千円　物件移転補償

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 98

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

0 2,500

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 98

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

観光一般（若者地域定着促進事業費補助金） 予算説明書ページ

商工費 商工費 観光費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,000 2,500

　若者が中期的に滞在できるゲストハウスの整備を支援し、地域内の観光まちづくりへの参画を促し、若者の意
見を取り入れた地域課題の解決につなげる。

・負担金補助及び交付金　5,000千円　若者地域定着促進事業費補助金
　　ゲストハウスの整備に対する支援。整備対象：赤瓦十一号館陶芸館（倉吉白壁土蔵群内）

【県】若者地域定着促進事業費補助金　2,500千円

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

観光施設維持管理事業（関金地区）（ドッグラン整備） 予算説明書ページ

商工費 商工費 観光費

本年度（千円） 県 地方債 その他

837 837

　道の駅犬挟の来訪目的地化を図るため、周辺の温泉地や自然と連携した「ドッグラン」を整備し、ペットツー
リズム推進による集客を図るもの。

・工事請負費　837千円　道の駅犬挟　ドッグラン新設工事

【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　837千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 98

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

5,570 1,325 4,025

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 98

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

5,974 5,886

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

地域資源観光活用事業（関金地区）（ＯＮＳＥＮガストロノミーツーリズム負担金ほか） 予算説明書ページ

商工費 商工費 観光費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,350

・ＯＮＳＥＮガストロノミーツーリズム推進機構に加入し、東大山古道トレッキングの情報発信及びブランド化
を図り、関金温泉への集客につなげるもの。
・大山圏域の大山開山1300年の取組と連携し、関金地区の地域ブランディングにつながる取組を支援するもの。
・関金温泉及び中山間地域への観光客の誘客を行うため、農家民泊等の受入れに取り組む体験型教育旅行誘致協
議会を支援するもの。

○負担金補助及び交付金　5,350千円
　・ＯＮＳＥＮガストロノミーツーリズム負担金　100千円
　・大山開山1300年祭実行委員会負担金    　　 　　　 　2,750千円
　　（東大山古道トレッキング 1,000千円、ミニたたらワークショップ 300千円
　　　弘法大師が歩いた道ツアー 700千円、大山山麓の謎解き宝探し 550千円
　　　刀剣・たたら関連イベント 100千円、実行委員会負担金 100千円）
　・農村型体験旅行推進事業費補助金　2,500千円　誘致協議会支援

【国】地方創生推進交付金　1,325千円

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

琴桜記念館運営事業 予算説明書ページ

商工費 商工費 観光費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,886

　本市出身で名誉市民でもある第53代横綱琴櫻に関する貴重な資料を展示している施設の管理運営を行うもの。
平成31年６月から琴櫻記念館の管理を民間に委託し、民間アイデアを活用した効率的・効果的な運営を図る。

○委託料　4,957千円
　・第53代横綱琴櫻記念館運営委託料　4,946千円
　・記念館警備委託料　11千円
○その他事務費等　929千円
　・共済費103千円　・賃金626千円　説明員事務賃金２人
　・需用費47千円　・役務費48千円　・使用料及び賃借料105千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 98

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

4,500 2,500

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 98

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

1,958 3,952

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

ポップカルチャーによる観光客等誘致促進事業 予算説明書ページ

商工費 商工費 観光費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,406 2,000 906

・本市の知名度・交流人口の拡大を図るため、本市に工場を構える世界的フィギュア製造メーカーと連携し、
フィギュアやウェブ連動型音楽コンテンツなどポップカルチャーを活用した観光客誘致を行うもの。
・白壁土蔵群内にキャラクターをデザインしたマンホールを設置し、地域の回遊性を高めるもの。

・需用費　906千円　デザインマンホール２枚
・委託料　4,000千円　ポップカルチャーによる観光客等誘致促進業務（集客イベントの実施）
　 ・負担金補助及び交付金　500千円　スタンプラリー付きまんが王国満喫周遊パス事業費負担金

【県】アニメ資源活用誘客促進補助金　2,000千円（4,000千円×1/2）
【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　906千円

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

地域おこし協力隊による新・湯治推進事業 予算説明書ページ

商工費 商工費 観光費

本年度（千円） 県 地方債 その他

3,952

　関金温泉国民保養温泉地計画を推進するため地域おこし協力隊を配置し、関金地区の地域資源（自然、歴史、
文化など）の活用・発信に取り組むもの。（隊員は平成31年３月に就任予定）

○地域おこし協力隊１人　2,313千円
　・報酬1,992千円　・共済費321千円
○その他関係経費　1,639千円
　・旅費　400千円　健康増進プログラム施設等視察、温泉利用指導者養成講習会 ほか各種研修
　・需用費　325千円　消耗品費、燃料費、印刷製本費等
　・役務費　219千円　健康増進プログラム参加手数料、温泉利用指導者養成講習会受講料
　・使用料及び賃借料　662千円　隊員用公用車及び住居の借上料
　・負担金補助及び交付金　33千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 43

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度 国 一般財源

2,077 1,603

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 43

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度 国 一般財源

8,454 1,517

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

地域づくり支援課 　　　　22 異なる国や地域の人たちとの交流を深める

韓国姉妹都市等交流 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 企画費

本年度（千円） 県 地方債 その他

1,633 30

　地方レベルにおける韓国姉妹都市との継続的な日韓親善交流、特に青少年や市民交流団体等の主体的な交流の
推進・支援により、国際感覚を身に付けた人材育成を図るとともに、相互交流を通じて自らの地域・文化・歴史
の魅力を再認識するもの。韓国羅州市とは、昨年、国際姉妹都市結縁25周年による新たな交流宣言を行い、経済
分野、教育分野での交流について協議を進めていく。

・報償費　40千円　通訳謝金
・旅費　734千円
・需用費　515千円（消耗品費79千円、食糧費436千円）
・負担金補助及び交付金　200千円　倉吉市交流推進団体活動支援事業費補助金
・その他事業費　144千円（手数料107千円、使用料及び賃借料37千円）

【その他】青少年日韓交流事業参加者負担金　　30千円（＠3,000円×10人）

地域づくり支援課 【戦略】26 移住希望者へ魅力を伝え、あたたかく迎え入れる体制を進める

定住対策事業 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 企画費

本年度（千円） 県 地方債 その他

10,708 5,191 4,000

　市に移住した者の住宅取得費の支援を行う。また、移住者と地域住民の交流、移住定住に取り組む民間団体と
の情報共有や連携により、移住者がいち早く地域に定着できるよう支援する。
　進学により県外に転出している学生に対し、交通費の一部を助成することでUターンを促す。

○需用費　20千円
○役務費　５千円
○負担金及び交付金　10,683千円
　・倉吉市移住定住者住宅取得支援補助金　7,400千円　　　　　　　　　　　　 
　・移住定住推進活動費補助金　2,133千円　
　・倉吉市定住希望者受け入れ支援事業交付金　100千円
　・倉吉市移住定住促進空き家取得事業支援助成金　300千円
　・賃貸物件家財処分費助成金　400千円
　・賃貸物件家賃等助成金　150千円
　・若者移住定住促進事業支援助成金　200千円

【県】鳥取県移住定住推進交付金　5,191千円
【その他】若者の定住化促進基金繰入金　4,000千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 43

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度 国 一般財源

0 3,089

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

1,928 1,618

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

地域づくり支援課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

スポーツ活動振興 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 企画費

本年度（千円） 県 地方債 その他

3,089

　各種スポーツイベントによる地域振興と交流人口の拡大を図るため、大規模スポーツ大会開催支援やスポーツ
コンベンションの誘致を進めていくもの。

○負担金補助及び交付金　3,045千円
　・東京オリ・パラキャンプ実行委員会負担金　2,200千円
　・ＷＭＧ2021関西自転車競技実行委員会負担金　　 145千円　
　・大規模スポーツ大会開催費補助金　　　　　　700千円
○その他事業費　44千円（需用費10千円、役務費11千円、使用料及び賃借料23千円）

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

鳥取梨生産振興事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

16,498 14,880

　「新甘泉」「秋甘泉」「王秋」をはじめとした新品種の生産拡大、高齢化に対応する機械の共同利用、戦略的
な出荷による価格安定など攻めの対策を実施することにより、鳥取県梨産業活性化ビジョンの実現を図る。

○鳥取梨生産振興事業費補助金　16,498千円
　　・「新甘泉」「秋甘泉」特別対策事業  15,518千円
　　　　生産基盤整備対策①　10,013千円　新植・全面改植、苗木、果樹棚、整地等
　　　　生産基盤整備対策②　2,022千円　灌水施設、明渠排水等
　　　　育成促進対策　2,740千円　新植全面改植に伴う管理費
　　　　低コスト体制強化　743千円：乗用モア
　　・元気な鳥取梨産地復興・発展加速化　980千円　大苗育苗委託経費

【県】鳥取梨生産振興事業費補助金　14,880千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 87

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

33,472 11,448

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

19,500 20,250 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

鳥獣被害総合対策事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

23,213 11,765

　イノシシ等の有害鳥獣の捕獲とその被害を防ぐための施設の設置を支援するとともに、捕獲奨励金を交付する
ことにより、農林産物等への被害を総合的に防止する。

○有害鳥獣被害対策実施隊ほかによる捕獲　9,093千円
　・報酬　438千円　有害鳥獣被害対策実施隊
　・報償金　8,450千円　有害鳥獣捕獲奨励金:
　　①有害鳥獣捕獲奨励金　6,020千円（イノシシ　ヌートリア　シカ　アライグマ）
　　②有害鳥獣捕獲奨励金　780千円（シカ）
　　③有害鳥獣捕獲奨励金　1,650千円（イノシシ　イノシシ　タヌキ・アナグマ等中型獣）
　・需用費　25千円　消耗品費
　・委託料　180千円　ツキノワグマ遭遇回避総合対策（出没時安全対策（薬殺））１回分
○鳥獣被害防止総合対策交付金　1,650千円　ワイヤーメッシュL＝3,000m
○鳥獣被害総合対策事業費補助金　12,460千円
　①個体数を減らす対策　6,200千円
　②侵入を防ぐ対策　6,240千円　電気柵L=23,500m
　③捕獲員の育成確保　20千円　写真代、診断書代等
○射撃環境改善事業費補助金　10千円　射撃練習支援

【県】・鳥取県鳥獣被害総合対策事業費補助金　9,240千円
　　　・ツキノワグマ遭遇回避総合対策事業　90千円
　　　・鳥獣被害防止緊急捕獲等対策交付金　780千円
　　　・鳥獣被害防止総合対策交付金　1,650千円
　　　・射撃環境改善事業費補助金　５千円

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

農業次世代人材投資事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

20,250

　経営が不安定な就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を交付し、青年の就農意欲の喚起と就農後の定
着を図ることを目的とする。

○農業次世代人材投資資金（（旧・平成29年度まで）青年就農給付金（経営開始型））
　・前年度からの継続給付者　14,250千円　10人　　　　　　　　
　・平成31年度に給付要件を満たす予定の者　6,000千円　４人　認定新規就農予定者

【県】農業次世代人材投資事業費補助金　20,250千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

2,600 2,034

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

1,100 250

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

親元就農促進支援交付金事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

6,100 4,066

　認定農業者等、地域農業の担い手として位置づけられる農業経営体の親族の当該経営体への就農を促進し、農
業経営の継続的な発展と地域農業の担い手としての定着を図る。

○親元就農促進支援交付金　6,100千円　（月額100千円・最大２年間）　　　　
　　・前年度からの継続給付者　1,300千円　２人
　　・新規給付者　4,800千円　４人

【県】親元就農促進支援交付金　4,066千円　

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

園芸産地活力増進事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

750 500

　地域の特色を活かした特産物を育成する試験的な取組等を支援することにより、鳥取県農業の強みの一つであ
る野菜や花き等の園芸品目の振興を図る。

・園芸産地活力増進事業費補助金（中山間地域等特産物育成タイプ）　750千円
　　アシストスーツの導入　1,500千円×1/2

【県】園芸産地活力増進事業補助金　500千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

300 900

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

0 1,600

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

定年帰農者等支援事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

900

　これまで手伝い程度の農業従事で定年、早期退職等を迎えた人（定年帰農者等）のうち本格的に農業を始める
意思のある者を新たな担い手としてとらえ、農業技術習得や就農初期にかかる経費の負担軽減を図る。

・定年帰農者等支援事業費補助金　900千円　300千円／人×３人

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

園芸産地継承システムづくり支援事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

3,200 1,600

　優良園の維持管理や継承者の育成確保などを支援することで、園芸産地を継承する体制づくりを進めるもの。

・園芸産地継承システムづくり支援事業費補助金　3,200千円
　　事業主体：ＪＡ鳥取中央倉吉梨生産部（①②）及び倉吉西瓜生産部（②）
　①継承候補優良園の年間維持管理費　2,800千円　4,000千円/ha × 管理面積0.7ha
　②継承者募集経費、先進地調査費　　　400千円  200千円/団体 × ２団体

【県】園芸産地継承システムづくり支援事業費補助金　1,600千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 88

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

0 3,500

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 90

当初予算額 会計 一般 款 6 項 1 目 4

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

農林課 【戦略】1 農林水産業を起点とした６次産業（倉吉ブランド）を確立する

もうかる６次化・農商工連携支援事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 農業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

14,000 10,500

　自ら生産から販売までを行う６次産業化に取り組む農業者を支援するもの。

・もうかる６次化・農商工連携支援事業費補助金（６次産業型）　14,000千円　
　　加工品直売施設整備（１件）　21,000千円×2/3

【県】もうかる６次化・農商工連携支援事業費補助金　　10,500千円

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

畜産・酪農収益力強化特別対策事業 予算説明書ページ

農林水産業費 農業費 畜産業費

本年度（千円） 県 地方債 その他

38,895 38,895

　畜産・酪農の収益力の強化を集中的に進めるため、畜産クラスター計画に位置付けられた中心的な経営体が行
う収益力強化や畜産環境問題への対応に必要な施設整備等を支援するもの。

○畜産クラスター施設整備事業　38,895千円　事業費77,790千円×1/2
　・事業主体　鳥取県中西部地域畜産クラスター協議会
　・事業費内訳　牛舎整備　　74,623千円
　　　　　　　　設計監理　　 3,167千円

【県】畜産クラスター施設整備事業費補助金　38,895千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 93

当初予算額 会計 一般 款 6 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 94

当初予算額 会計 一般 款 6 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

農林課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

森林病害虫等防除（ナラ枯れ被害林等若返り対策事業） 予算説明書ページ

農林水産業費 林業費 林業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

4,900 4,900

　これまで薪炭林として管理してきたナラ林が高齢化し、ナラ枯れ被害が拡大しつつあるため、ナラ林の若返り
により被害が発生しにくい森林への転換を図るもの。

・ナラ枯れ被害林等若返り対策事業費補助金　4,900千円　事業量24.5ha

【県】ナラ枯れ被害林等若返り対策事業費補助金　4,900千円

農林課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

単県斜面崩壊復旧事業 予算説明書ページ

農林水産業費 林業費 林業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

38,000 15,200 15,200 7,600

　平成30年９月29～30日の台風24号により被災した住宅裏の急傾斜地等について、修繕・補強工事を行うもの。

・単県斜面崩壊復旧工事　38,000千円　倉吉市桜ほか７箇所

【県】単県斜面崩壊復旧事業補助金　15,200千円
【地方債】自然災害防止事業債　15,200千円
【その他】受益者分担金　7,600千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 94

当初予算額 会計 一般 款 6 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

500 500

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 66

当初予算額 会計 一般 款 3 項 1 目 8

前年度 国 一般財源

0 712

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

農林課 　　　　33 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

きのこ王国鳥取推進事業 予算説明書ページ

農林水産業費 林業費 林業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

500

　本市全体の椎茸生産量を拡大し、本市の椎茸ブランドが確立されるように市内の椎茸生産者を対象に、椎茸原
木購入等を支援し椎茸生産の促進を図るもの。

・椎茸原木等購入支援事業費補助金　500千円　自伐・立木購入25円／本×20,000本

人権政策課 　　　　15 だれもが認め合い、理解し合い、協力し合える人権尊重のまちづくりを進める

人権啓発推進（人権同和問題意識調査） 予算説明書ページ

民生費 社会福祉費 人権啓発費

本年度（千円） 県 地方債 その他

712

　第６次あらゆる差別をなくする総合計画策定のため、市民意識調査を実施するもの。

○市民意識調査の実施に要する経費　712千円　調査対象者数（見込み）2,000人
　・消耗品費　　81千円　
　・印刷製本費　27千円
　・通信運搬費 604千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 59

当初予算額 会計 一般 款 3 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

24,937 16,040 8,102

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 68

当初予算額 会計 一般 款 3 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

303,963 124,551 253,377

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

福祉課 　　　　12 社会保障制度を適正に運用する

生活困窮者自立支援 予算説明書ページ

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

本年度（千円） 県 地方債 その他

26,239 2,097

　生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者世帯に対し、家計相談支援、就労準備支
援、子どもの学習支援及び住居確保給付金の支給等を一体的に実施するもの。

○委託料　25,567千円
　・自立相談支援事業　14,982千円
　　就労その他の自立に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成等を実施
　・家計相談支援事業　3,746千円
　　家計に関する相談、家計管理に関する指導、必要に応じた貸付等を実施
　・就労準備支援事業　3,339千円
　　一般就労になかなか結び付かない方を対象に、職業訓練のあっせん、就職活動支援及び就労継続支援を実施　
　・子どもの学習支援事業　3,500千円
　　経済的な理由等から学習環境が整っていない子どもを支援し、貧困の連鎖を防止する
○扶助費   672千円　住居確保給付金  
　　離職による住居喪失者（または喪失するおそれのある者）に対し家賃相当額を一定期間支給

【国】生活困窮者自立相談事業費負担金  11,740千円
　　　生活困窮者就労準備事業費補助金   4,099千円　家計相談支援事業分及び就労準備支援事業分
　　　　　                        　     201千円　子どもの学習支援事業分
【県】学習支援充実事業費補助金　　　　　 335千円
      ひとり親家庭学習支援事業費補助金 1,762千円

子ども家庭課 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

児童扶養手当 予算説明書ページ

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

本年度（千円） 県 地方債 その他

378,293 365

　離婚等により父又は母と生計を同じくしていない児童（18歳の年度末まで。ただし、支給要件に該当する障が
いがある場合は、20歳未満まで。）が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、児童を育成す
る母又は父又は養育者に児童扶養手当を支給するもの。

○児童扶養手当法の改正により支給回数が見直しされる（支給頻度の増。平成31年11月分から適用）。
　改正後：年６回（奇数月）（従前は年３回。ただし、平成31年度は経過措置で年５回）

　・扶助費　373,653千円
　・その他事務費　4,640千円（報酬３千円　需用費77千円　役務費578千円　委託料3,982千円）

【国】　　児童扶養手当給付費負担金　124,551千円
【その他】児童扶養手当返還金　365千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳

22



担 当 課 施 策

事 業 名 69

当初予算額 会計 一般 款 3 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

93,352 29,986 3,348

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 71

当初予算額 会計 一般 款 3 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

0 2,178 1,281

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

子ども家庭課 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

児童健全育成 予算説明書ページ

民生費 児童福祉費 児童福祉総務

本年度（千円） 県 地方債 その他

96,491 33,157 30,000

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学する児童の健全な育成を図るため、授業の終了後に児童
厚生施設等を利用して適切な遊び及び生活の場を与える事業を委託するもの。

・委託料　96,208千円　放課後児童健全育成事業委託料（10団体、12クラブ）
・使用料及び貸借料　190千円
　　旧河北中学校空調機器リース料　　90千円
　　旧河北中学校施設使用料　　　　 100千円
・役務費　93千円

※旧河北中学校で開設している倉吉東第２学童クラブは、河北小学校敷地内のクラブ施設へ機能移転する。

【国】　　子ども・子育て支援交付金　29,986千円
【県】　　子ども・子育て支援交付金（国庫事業分）29,986千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単県事業分） 3,171千円
【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　　  30,000千円

子ども家庭課 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

病児保育事業（保育室移設） 予算説明書ページ

民生費 児童福祉費 保育所費

本年度（千円） 県 地方債 その他

6,846 2,178 1,209

　育児と就労等の両立支援を図るため、県立厚生病院内で実施している病児保育事業について、同病院が地域が
ん診療連携拠点病院として機能拡充されることに伴い、施設を同病院内の別室に再整備（機能移転）するもの。

・設計監理委託料　1,852千円
・整備工事　　　　4,994千円　

　　（工事期間）平成31年８月～10月　
　　（整備面積）45㎡程度

【国】子ども・子育て支援整備交付金 2,178千円
【県】子ども・子育て支援整備交付金 2,178千円
【その他】病児、病後児保育事業負担金（1市4町の利用者按分）1,209千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 71

当初予算額 会計 一般 款 3 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

0 581,754 409,696

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 71

当初予算額 会計 一般 款 3 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

0 5,328 2,664

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

子ども家庭課 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

保育所運営（幼児教育・保育の無償化） 予算説明書ページ

民生費 児童福祉費 保育所費

本年度（千円） 県 地方債 その他

1,362,440 283,990 87,000

　生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性を鑑みた子供たちに質の高い幼児教育の機会の提供する
こと及び子育て世帯の利用者負担の軽減を図るため、国主導のもと幼児教育・保育の無償化を実施するもの。

○幼児教育・保育の無償化について
　・対象　保育所、認定こども園、届出保育施設を利用する３～５歳児及び住民税非課税世帯の０～２歳児
　　※現在保育料に含まれている３～５歳児の副食費は、無償化以後各施設で実費徴収する。
　　　生活保護世帯、ひとり親世帯等の場合は、現行と同様に免除。また、免除対象を年収360万円未満相当の世帯まで拡充。

　・実施時期　平成31年10月から
　・財政措置　平成31年度に限り全額国費負担。（本来の負担割合；国1/2　県1/4　市1/4）
　※届出保育施設等の子育て支援施設に係る経費及び事務的経費は、別事業（次項）で計上している。

○保育所運営委託料　961,500千円（無償化に伴う影響額　現行制度との比較　8,100千円の減）
○認定こども園施設型給付費負担金　400,940千円（同上　23,400千円の増）

【国】　　保育所運営費負担金　 581,754千円（47,900千円の増）
【県】　　保育所運営費負担金　 270,155千円（23,950千円の増）　施設型給付費補助金13,835千円
【その他】保育料　87,000千円（30,000千円の減）
　※１（ ）内は、無償化に伴う現行制度と比較した影響額
　※２ 一般財源のうち無償化に伴う市負担分23,950千円は、子ども子育て支援臨時交付金が措置される。

子ども家庭課 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

幼児教育・保育利用者負担無償化事業 予算説明書ページ

民生費 児童福祉費 保育所費

本年度（千円） 県 地方債 その他

21,025 13,033

　生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性を鑑みた子供たちに質の高い幼児教育の機会の提供する
こと及び子育て世帯の利用者負担の軽減を図るため、国主導のもと幼児教育・保育の無償化を実施するもの。

○幼児教育・保育の無償化の制度導入に伴う事務的経費及び届出保育施設が行う保育に対する給付の実施。
　・賃金、共済費　4,369千円　臨時職員２名
　・需用費　 　　 1,000千円　制度導入に伴う事務費、広報宣伝　等
　・委託料　 　　 5,000千円　システム改修委託料
　・扶助費　　　 10,656千円　子育て支援施設利用給付（届出保育施設等）　

【国】①子育て支援施設等利用給付費負担金 5,328千円（対象経費；扶助費　負担割合1/2　）
【県】②子育て支援施設等利用給付費負担金 2,664千円（　同　負担割合1/4　）
　　　　子ども・子育て支援事業費補助金　10,369千円（補助率10/10　全額国費　事務費、システム改修費）
　※これらのほか①・②に応じた市負担分（一般財源2,664千円）相当として、子ども子育て支援臨時交付金が
措置される。

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 62

当初予算額 会計 一般 款 3 項 1 目 4

前年度 国 一般財源

0 2,318

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 78

当初予算額 会計 一般 款 4 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

0 1,000 1,034

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

長寿社会課 【戦略】11 高齢になっても障がいがあっても安心して健康でいきいき活躍できる環境をつくる

老人福祉一般（緊急通報システム機器更新及び地域医療介護総合確保基金事業補助金） 予算説明書ページ

民生費 社会福祉費 老人福祉費

本年度（千円） 県 地方債 その他

99,688 97,370

　高齢者に対し、介護予防及び生活支援等のための各種高齢者福祉事業を実施することにより、高齢者の自立し
た生活を確保し、もって福祉の増進に寄与する。

○緊急通報システム用端末機器更新　2,318千円　保守期間の終了に伴う更新（35台）
○地域医療介護総合確保基金事業（介護分）補助金　97,370千円
　・第７期倉吉市介護保険事業計画における地域密着型サービス施設の整備目標に基づく（各１事業所）
　　　認知症高齢者グループホーム
　　　小規模多機能型居宅介護事業所
　　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

【県】地域医療介護総合確保基金事業費補助金　97,370千円

保健センター 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

妊産婦・乳幼児健康診査（産婦健康診査） 予算説明書ページ

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

本年度（千円） 県 地方債 その他

2,034

　産婦の心身の健康状況の確認を行い、産後うつの防止や新生児の虐待防止等を図るため、産後の女性の健康診
査の費用を支援するもの。

○産婦健康診査　産後４週経過後、１回の産婦健康診査を公費負担で実施
　・役務費　34千円　手数料
　・委託料　1,850千円　産婦健康診査委託料
　・扶助費　150千円　里帰り等県外で産婦健康診査を受診した場合の助成

【国】産婦健康診査事業費補助金　1,000千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 77

当初予算額 会計 一般 款 4 項 1 目 1

前年度 国 一般財源

630 350 350

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 79

当初予算額 会計 一般 款 4 項 1 目 3

前年度 国 一般財源

9,849 5,215

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

保健センター 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

妊娠・出産包括支援事業（産後ケア事業及び母子手帳アプリ） 予算説明書ページ

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

本年度（千円） 県 地方債 その他

900 200

　妊娠期から出産後までの心身ともに不安定になりがちな妊産婦を総合的に支援することで、育児不安の早期解
消を図り、児童虐待等の未然防止を図るもの。

・委託料　300千円　産後ケア　出産後母子に対する宿泊、デイサービス等の受入れによる支援
・使用料及び賃借料　600千円　母子手帳アプリ

【国】母子保健衛生費補助金　150千円
　　　子ども子育て支援交付金200千円
【県】子ども子育て支援交付金200千円

保健センター 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

個別予防接種（高齢者用肺炎球菌ワクチン） 予算説明書ページ

衛生費 保健衛生費 予防費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,215

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するため、各種予防接種を実施する。65歳以上の者に対する
高齢者用肺炎球菌ワクチンの接種について、引き続き支援を行うもの。

・委託料　4,339千円　65歳以上の者の高齢者用肺炎球菌ワクチンの接種
・扶助費　　876千円　低所得者への助成

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 109

当初予算額 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度 国 一般財源

0 335

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 108

当初予算額 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度 国 一般財源

2,000 1,672

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

管理計画課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

まちづくり管理（倉吉バスプラザ洗浄機付洋式トイレ改修） 予算説明書ページ

土木費 都市計画費 公園費

本年度（千円） 県 地方債 その他

335

　 伯耆みちしるべ案内所（倉吉バスプラザ）内のトイレを洗浄機付きのものにし、市民のほか来倉者等の利便の
向上に資するもの。

・需用費　335千円　倉吉バスプラザ洋式トイレ改修（温水暖房便座取付）

管理計画課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

公園管理事業（屋外遊具修繕） 予算説明書ページ

土木費 都市計画費 公園費

本年度（千円） 県 地方債 その他

5,672 4,000

　市民の休息、遊戯等に利用されている公園が快適で安心・安全なものとなるよう維持管理を行うもの。

・屋外遊具取替工事　5,672 千円
　ブランコ３基、すべり台１基（河北地区第２号公園、田内公園、みどり町第２公園、上小鴨公園）

【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　4,000 千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 109

当初予算額 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度 国 一般財源

0 3,487

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 109

当初予算額 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度 国 一般財源

0 3,191 2,983

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

管理計画課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

都市公園管理（河北中央公園トイレ屋根改修） 予算説明書ページ

土木費 都市計画費 公園費

本年度（千円） 県 地方債 その他

3,487

　市民の休息、遊戯等に利用されている都市公園が快適で安心・安全なものとなるよう維持管理を行うもの。

○河北中央公園内のトイレ屋根の改修
　・委託料　1,302千円
　　　トイレ屋根改修工事設計委託料　887千円
　　　　　　　　　　　　監理委託料　415千円　
　・整備工事　2,185千円　河北中央公園トイレ屋根改修

管理計画課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

公園施設長寿命化対策支援事業（打吹公園管理事務所改修及び屋外遊戯施設取替） 予算説明書ページ

土木費 都市計画費 公園費

本年度（千円） 県 地方債 その他

8,974 2,800

 　倉吉市公園施設長寿命化計画に基づき、打吹公園その他の都市公園の各種施設の長期的かつ適正な維持管理、
来園者の利便性の向上等 を図るもの。

○打吹公園管理事務所の改修
　・委託料　2,592千円　管理事務所建替工事修正設計　
 ○都市公園屋外遊戯施設の取替え  
　・整備工事　6,382千円　都市公園屋外遊具取替工事
　　　関金三号公園（ブランコ）　昭和町公園（ブランコ）　旭田公園（すべり台）　上井東公園（ブランコ）

【国】社会資本整備総合交付金　3,191 千円　交付金対象事業費6,382千円×1/2
【地方債】公園整備事業債　2,800千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 103

当初予算額 会計 一般 款 8 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

28,200 32,967

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 105

当初予算額 会計 一般 款 8 項 2 目 3

前年度 国 一般財源

62,500 7,060

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

建設課 　　　　30 安全な暮らしを支える生活道路を整える

除雪対策（除雪車両借上料単価改定及び除雪車購入） 予算説明書ページ

土木費 道路橋梁費 道路橋梁総務費

本年度（千円） 県 地方債 その他

54,067 21,100

　道路交通の円滑化を図るため、除雪体制を強化して除雪を行うもの。

・機械借上料　32,917千円
　　建設事業者等から除雪、凍結防止剤散布等に用いる車両を借上げ（オペレーター経費相当額を含む。）
　※平成30年度までに比べ、単価を引き上げる見込み。
・備品購入費　21,150千円　除雪車両の購入（１台）

【地方債】辺地対策事業債　21,100千円　除雪車両購入分

建設課 　　　　30 安全な暮らしを支える生活道路を整える

一般道路新設改良 予算説明書ページ

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

本年度（千円） 県 地方債 その他

70,060 63,000

　市道の長寿命化を図るため、市道舗装を行うもの。

・市道舗装工事　70,000千円　市道下古川北条線外
・事務費　60千円

【地方債】公共施設等適正管理事業債　63,000千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 105

当初予算額 会計 一般 款 8 項 2 目 3

前年度 国 一般財源

83,800 36,159 3,641

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 106

当初予算額 会計 一般 款 8 項 2 目 3

前年度 国 一般財源

43,320 12

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

建設課 　　　　29 まちの骨格を形成する幹線道路網を整える

地方道路整備事業（地域活力基盤創造交付金） 予算説明書ページ

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

本年度（千円） 県 地方債 その他

72,500 32,700

　車両通行の円滑化や歩行者の安全確保を図るため、市道の改良工事を行うもの。

○道路改良工事及びそれに伴う測量設計費、用地購入費等
　・測量設計業務　9,000千円　市道和田東町井手畑線改良工事関係
　・市道改良工事　42,900千円　市道伊木９号線、市道西倉吉町北野線
　・土地購入費　4,300千円　市道和田東町井手畑線、市道小鴨福山線
　・県工事負担金　12,700千円　市道天神野福光線、市道小鴨福山線
　・物件移転補償費　2,000千円　市道和田東町井手畑線
　・事務費　1,600千円

【国】社会資本整備総合交付金　36,159千円
【地方債】地域活力基盤創造交付金事業債　32,700千円

建設課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

一般道路新設改良（緊急防災・減災事業） 予算説明書ページ

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

本年度（千円） 県 地方債 その他

13,212 13,200

　豪雨災害の減災、防災対策のひとつとして古川沢地区の避難路等の整備工事を行うもの。

・古川沢地区避難路整備工事　13,212千円

【地方債】緊急防災・減災事業債　13,200千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 105

当初予算額 会計 一般 款 8 項 2 目 3

前年度 国 一般財源

306,000 180,815 25,685

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 106

当初予算額 会計 一般 款 8 項 3 目 1

前年度 国 一般財源

20,000 3,000

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

建設課 　　　　30 安全な暮らしを支える生活道路を整える

安全・安心生活空間の整備（社会資本整備総合交付金） 予算説明書ページ

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

本年度（千円） 県 地方債 その他

344,000 137,500

　車両通行の円滑化や歩行者の安全確保を図るため、通学路の安全対策、橋梁点検や橋梁補修、道路舗装や側溝
等修繕を行うもの。

・委託料　93,300千円
　　測量設計業務　71,300千円　通学路安全対策　橋梁補修　側溝修繕外
　　調査・計画策定等　22,000千円　橋梁定期点検　橋梁長寿命化計画策定　市道陥没調査　工損調査業務
・工事請負費　229,600千円
　通学路安全対策工事　橋梁補修工事　側溝等修繕工事
・土地購入費　6,000千円　市道八屋上井線　市道和田東町井手畑線
・物件移転補償費　6,600千円　市道大谷大谷茶屋線　市道上井４号線
・事務費　8,500千円

【国】安全安心生活空間整備交付金　180,815千円
【地方債】安全安心生活空間整備交付金事業債　137,500千円

建設課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

河川総務及び維持（福光川改修工事） 予算説明書ページ

土木費 河川費 河川総務費

本年度（千円） 県 地方債 その他

30,000 27,000

　準用河川福光河川の改修工事を行うもの。

・準用河川福光川改修工事　30,000千円　延長L≒130m
　　２年度（平成30年・平成31年度）計L≒230m

【地方債】河川整備事業債 27,000千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 107

当初予算額 会計 一般 款 8 項 3 目 2

前年度 国 一般財源

3,500 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 102

当初予算額 会計 一般 款 8 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

0 35,850 17,925

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

建設課 　　　　36 災害に強いまちをつくる

自然災害防止対策 予算説明書ページ

土木費 河川費 砂防費

本年度（千円） 県 地方債 その他

7,000 7,000

　鳥取県が施工する砂防工事の流末での浸水を防ぐため、流末水路を整備するもの。

・大立下谷川流路工工事（大立）　7,000千円

【地方債】自然災害防止事業債　7,000千円

建築住宅課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

建築指導（既存民間施設の福祉避難所としての改修整備） 予算説明書ページ

土木費 土木管理費 建築指導費

本年度（千円） 県 地方債 その他

71,700 17,925

　市が災害時における福祉避難所として指定した民間宿泊施設について、その安全性を確保するため、事業者が
行う耐震化及びバリアフリー化の整備を支援するもの。

○震災に強いまちづくり促進事業費補助金　51,100千円　耐震改修
○福祉のまちづくり推進事業費補助金　20,600千円
　　バリアフリー法の基準その他バリアフリー化に資する整備への支援
　・車いす対応トイレ、オストメイト、エレベーターの新設
　・既存のオストメイト、トイレ、エレベーター、客室の改修（車いす使用者対応等）

【国】社会資本整備総合交付金　35,850千円
【県】震災に強いまちづくり促進事業費補助金・福祉のまちづくり推進補助金　17,925千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 102

当初予算額 会計 一般 款 8 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

0 900 900

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 111

当初予算額 会計 一般 款 8 項 5 目 2

前年度 国 一般財源

0 3,294 3,296

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

建築住宅課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

空き家対策（所有者調査特定及び特定空き家等解体撤去） 予算説明書ページ

土木費 土木管理費 建築指導費

本年度（千円） 県 地方債 その他

1,800

　管理不全な状態にある空き家等について、老朽化による倒壊などを未然に防止するため、所有者を特定して行
政指導、行政処分を行い、生活環境の保全と安全で安心な市民生活を確保するもの。

・司法書士会所有者調査特定業務委託料　300千円
　　特定空き家等に対して必要な措置を講じるため、相続関係人の調査特定を行うもの。
・特定空き家等の解体撤去委託料　1,500千円
　　相続人全員が相続放棄をしている特定空き家等について、略式代執行により解体撤去するもの。

【国】社会資本整備総合交付金　900千円

建築住宅課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

地域住宅交付金事業 予算説明書ページ

土木費 住宅費 住宅建設費

本年度（千円） 県 地方債 その他

6,590

　少子高齢化の急速な進展等社会経済情勢が大きく変化する中で、子育てしやすい居住環境についての需要、高
齢者や障害者の地域における多様な需要等に応じた公的賃貸住宅を整備を図るための計画を策定するもの。

・委託料　6,590千円　倉吉市営住宅長寿命化計画策定業務（計画期間：H32～H41）

【国】社会資本整備総合交付金  3,294千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 42

当初予算額 会計 一般 款 2 項 1 目 6

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 117

当初予算額 会計 一般 款 10 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

三松奨学育英基金積立金 予算説明書ページ

総務費 総務管理費 財産管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

48,254 48,254

　磯野長蔵氏の寄附金により創設された公益財団法人三松奨学育英会の趣旨を引き継いで市に磯野長蔵記念三松
奨学育英基金を設置し、その運用で生ずる利益を基金に積み立てるもの。

○積立金　48,254千円
　・寄附金　44,512千円　財団の財産の受入れに伴う基金の造成（設置）
　・基金利子　42千円　国債ほかによる運用によるもの
　・奨学金元利収入　3,700千円　財団が貸し付けていた奨学金の償還受入れ（Ｈ31年度　27人分）

【その他】三松奨学育英基金寄附金　　　　　 　44,512千円
　　　　　三松奨学育英基金利子　　　　　　 　　　42千円
　　　　　三松奨学育英奨学資金貸与金元利収入　3,700千円

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

三松奨学育英事業 予算説明書ページ

教育費 教育総務費 事務局費

本年度（千円） 県 地方債 その他

6,038 6,038

　磯野長蔵氏の寄附金により創設された公益財団法人三松奨学育英会の趣旨を引き継ぎ、経済的理由により修学
が困難であると認められる者が大学等に進学する際の奨学金を貸与し、社会に有用な人材を育成するもの。

○役務費　38千円　通信運搬費、口座振替手数料
○貸付金　6,000千円　奨学資金貸与金
　・継続　4,200千円　50,000円×12月×７人
　・新規　1,800千円　50,000円×12月×３人

【その他】三松奨学育英基金繰入金　　6,038千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 118

当初予算額 会計 一般 款 10 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

0 9,064

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 118

当初予算額 会計 一般 款 10 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

0 20

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

小学校運営（総務）（小鴨小学校用地購入） 予算説明書ページ

教育費 小学校費 学校管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

9,064 0

　小鴨小学校入口付近の敷地を拡幅し、大型バスの駐車スペースを確保することにより、同校児童の校外学習活
動等を支援するもの。

・委託料　　 　1,064千円　境界確認用地測量
・土地購入費 　8,000千円

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

小学校保健（教職員面接指導） 予算説明書ページ

教育費 小学校費 学校管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

20

　教職員の健康の維持増進を図るため、労働安全衛生法の規定に基づき、長時間の労働により疲労が蓄積した教
職員に対して、倉吉市産業医による面接指導を実施するもの。

・１月あたり80時間を超える時間外勤務者に対し、倉吉市産業医による面接指導を行う。
　報償費　20千円　面接指導１時間４人程度　２時間分

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 120

当初予算額 会計 一般 款 10 項 2 目 2

前年度 国 一般財源

8,641 939 9,510

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 121

当初予算額 会計 一般 款 10 項 3 目 1

前年度 国 一般財源

0 80

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

小学校就学援助 予算説明書ページ

教育費 小学校費 教育振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

10,449

　学校教育法第19条の規定に基づき、経済的理由によって就学困難と認められる児童又は特別支援学級に在籍す
る児童の保護者の経済的な負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、就学に必要な援助を行うもの。

○扶助費　10,449千円
　・特別支援教育就学奨励費扶助費（特別支援学級入級者）　1,736千円
　　新入学学用品費等（１人当たり支給額20,300円）、学用品費等（　〃　5,710円）
　　校外活動等参加費（交通費・宿泊費・見学費の1/2）、修学旅行費（実費の1/2）、学校給食費（1/3補助）
　　※支給額等は国庫補助限度額による。対象予定人数から予算額を算定。（対象予定人数　60人）
　・要準要保護児童就学援助費　8,713千円
　　新入学学用品費（１人当たり支給額40,600円）、学用品費（　〃　11,420円）
　　通学用品費（　〃　2,230円）、校外活動等参加費（実費）、修学旅行費（実費）、
　　学校給食費（2/3補助）、医療費（実費）等
　　※対象予定人数により予算額を算定。（対象予定人数　要保護　21人、準要保護　322人）

【国】要保護児童就学援助費補助金　66千円
　　　特別支援教育就学奨励費補助金　873千円

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

中学校保健（教職員面接指導） 予算説明書ページ

教育費 中学校費 学校管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

80

　教職員の健康の維持増進を図るため、労働安全衛生法の規定に基づき、長時間の労働により疲労が蓄積した教
職員に対して、倉吉市産業医による面接指導を実施するもの。

・１月あたり80時間を超える時間外勤務者に対し、倉吉市産業医による面接指導を行う。
　報償費　80千円　面接指導１時間４人程度　８時間分

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 123

当初予算額 会計 一般 款 10 項 3 目 2

前年度 国 一般財源

10,985 1,050 11,629

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 117

当初予算額 会計 一般 款 10 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

989 948

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

中学校就学援助 予算説明書ページ

教育費 中学校費 教育振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

12,679

　学校教育法第19条の規定に基づき、経済的理由によって就学困難と認められる生徒又は特別支援学級に在籍す
る生徒の保護者の経済的な負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、就学に必要な援助を行うもの。

○扶助費　12,679千円
　・特別支援教育就学奨励費扶助費（特別支援学級入級者）　1,701千円
　　新入学学用品費等（１人当たり支給額23,700円）、学用品費等（　〃　11,160円）、
　　校外活動等参加費（交通費・宿泊費・見学費の1/2）、修学旅行費（実費の1/2）、学校給食費（1/3補助）
　　※支給額等は国庫補助限度額による。対象予定人数から予算額を算定。（対象予定人数　37人）
　・要準要保護児童就学援助費　10,978千円
　　新入学学用品費（１人当たり支給額47,400円）、学用品費（　〃　22,320円）
　　通学用品費（　〃　2,230円）、校外活動等参加費（実費）、修学旅行費（実費）、
　　学校給食費（2/3補助）、医療費（実費）等
　　※対象予定人数により予算額を算定。（対象予定人数　要保護　15人、準要保護　197人）

【国】要保護児童就学援助費補助金　200千円
　　　特別支援教育就学奨励費補助金　850千円

学校教育課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

適正配置準備 予算説明書ページ

教育費 教育総務費 事務局費

本年度（千円） 県 地方債 その他

948

　学校や地域の課題を１つずつ検証していき、適正配置についての意見の集約を図る。教科による集合学習のほ
か、互いの学習成果の交換や地域性を理解し合うなど多人数での様々な教育活動を展開するもの。

○適正配置協議会の開催
○集合学習の実施
　・需用費　　　　　 　70千円　用紙・インク等
　・使用料及び賃借料　878千円　集合学習に係るバス借上料

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 118

当初予算額 会計 一般 款 10 項 2 目 1

前年度 国 一般財源

14,857 13,284

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 121

当初予算額 会計 一般 款 10 項 3 目 1

前年度 国 一般財源

10,000 10,000

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

学校教育課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

小学校運営（学校）（教員加配協力金及び複式学級補助教員） 予算説明書ページ

教育費 小学校費 学校管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

13,284

・児童一人ひとりの学習状況を把握し、きめ細かな指導を行うことにより、基礎・基本の確実な定着を図るとと
もに、学習に取り組む意欲・態度を育成するため35人学級を実施し教員を加配するもの。
・国の基準では、２つの学年の児童数の合計が16人以下の場合にいわゆる複式学級とすることとなっているとこ
ろ、この場合に担任のほか補助教員を配置してよりきめ細かい指導を行うもの。 

○35人学級実施のための教員配置（４人）　西郷小学校１人、河北小学校１人、小鴨小学校２人
　・寄附金　8,000千円　鳥取県に対するもの　2,000千円／人×４人
○複式学級担任の監督の下に授業等を行う複式学級補助教員（一般職非常勤職員）を配置　灘手小学校
　・報酬　4,548千円　一般職非常勤職員２人
　・共済費　726千円　同上
　・旅費　10千円　管内旅費

学校教育課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

中学校運営（学校）（教員加配協力金） 予算説明書ページ

教育費 中学校費 学校管理費

本年度（千円） 県 地方債 その他

10,000

　生徒一人ひとりの学習状況を把握し、きめ細かな指導を行うことにより、基礎・基本の確実な定着を図るとと
もに、学習に取り組む意欲・態度を育成するため、35人学級を実施するよう教員を加配するもの。

○35人学級実施のための教員配置（５人）西中学校３人、久米中学校２人
　・寄附金　10,000千円　鳥取県に対するもの　2,000千円／人×５人

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 122

当初予算額 会計 一般 款 10 項 3 目 2

前年度 国 一般財源

0 236

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 96

当初予算額 会計 一般 款 7 項 1 目 2

前年度 国 一般財源

23,329 25,720

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

学校教育課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

部活動指導員配置事業 予算説明書ページ

教育費 中学校費 教育振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

662 426

　中学校における部活動に係る教員の負担軽減や部活動の質的な向上を図るため、単独での指導や試合等の引率
をすることができる部活動指導員を配置するもの。

〇部活動指導員（２人）　久米中学校卓球部
　・報酬　639千円　1,520円／h×２h×３日／週×35週×２人
　・旅費　19千円　管内旅費
　・役務費　４千円　スポーツ安全保険料

【県】部活動指導員配置事業費補助金　426千円

文化財課 　　　　20 貴重な歴史文化遺産を守り、伝える

中尾遺跡第３次発掘調査事業 予算説明書ページ

商工費 商工費 商工業振興費

本年度（千円） 県 地方債 その他

25,720

　中尾遺跡のうち大谷工業団地再整備に伴って影響を受ける範囲の発掘調査を実施し、記録を保存するもの。

○調査内容
　・調査場所　　　倉吉市大谷　　
　・調査予定面積　4,500㎡　全体14,000㎡のうち東側9,000㎡の1/2（１年目分）
　・現地調査期間　９か月
　・年度計画　現地作業（東側9,000㎡）2019～2020年度  内務整理2019～2021年度　報告書刊行2021年度末
○事業費
　・発掘調査補助員人件費等　23,061千円
　　　報酬1,448千円　共済費333千円　賃金21,280千円
　・使用料及び賃借料　1,362千円　現場用用具（車両、ユニットハウス、ローリングタワーほか）　
　・その他事務費　1,297千円（需用費688千円　役務費609千円）

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 125

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 3

前年度 国 一般財源

130,936 73,796 5,357

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 126

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 3

前年度 国 一般財源

21,244 11,641

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

文化財課 　　　　20 貴重な歴史文化遺産を守り、伝える

伝統的建造物群保存地区保存事業 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 文化事業費

本年度（千円） 県 地方債 その他

117,499 13,225 25,121

　倉吉市打吹玉川伝統的建造物群保存地区の歴史的景観を守り、地区住民の住環境を整備するため、地区内の伝
統的建造物の修理・修景事業を行うもの。また、地区の活性化を図り、移住定住、商店の復活など地域の諸問題
に協働で取り組むため、地区内の防災センター「くら用心」の管理を「倉吉町並み保存会」に委託するもの。

・報酬　2,185千円　伝建群保存審議会委員・非常勤職員（建築技師）報酬
・共済費　311千円　社会保険料
・旅費　　500千円　文化庁伝建現地指導旅費等
・需用費　221千円　光熱水費（防災センターくら用心）等
・役務費　 40千円　郵便料
・委託料1,227千円　伝建地区建築基準法緩和申請書類作成業務等
・使用料及び賃借料　14千円　会場借上料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・負担金補助及び交付金　113,001千円　伝建修理修景事業費補助金等

【国】伝統的建造物群保存事業費補助金（災害）　59,708千円
　　　伝統的建造物群保存事業費補助金（修理）　14,088千円
【県】伝統的建造物群保存事業費補助金（災害）　8,529千円
　　　伝統的建造物群保存事業費補助金（修理）　4,696千円
【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　25,000千円

文化財課 　　　　20 貴重な歴史文化遺産を守り、伝える

指定文化財保存整備 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 文化事業費

本年度（千円） 県 地方債 その他

21,726 10,085

・歴史文化遺産である市内の指定文化財を適切に保存し、次世代に継承するため、保存整備を行うもの。
・鳥取県中部地震で被災した県指定史跡大日寺古墓群（極楽峯）の復元を行なうもの。

○小川家住宅、小川氏庭園、桑田家住宅等の修理を進める。
○指定文化財の公開活用の推進を図る。
○文化財の防災設備について維持管理を行なう。
　・需用費　254千円　消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕料
　・委託料　2,577千円　建物管理（倉吉淀屋）、消防設備保守管理（倉吉淀屋・鳥飼家住宅）
　・負担金補助及び交付金　18,871千円　文化財等保存・保護事業補助金
　　（震災以外分）18,871千円　小川家住宅・小川氏庭園・桑田家住宅保存修理、長谷寺本堂内厨子管理
　　（震災関連分）24千円　大日寺古墓群（極楽峯）保存修理事業補助金

 【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　 10,000千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳

40



担 当 課 施 策

事 業 名 125

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 3

前年度 国 一般財源

2,000 2,032 1,626

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 131

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 7

前年度 国 一般財源

447 529

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

文化財課 　　　　20 貴重な歴史文化遺産を守り、伝える

史跡大御堂廃寺跡整備事業 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 文化事業費

本年度（千円） 県 地方債 その他

4,064 406

　史跡大御堂廃寺跡の隣接地に建設される県立美術館の建設計画との整合を図りながら、適切な保存と県立美術
館との相乗効果が生まれる活用のための整備を進めるため、保存活用計画を策定するもの。

○保存活用計画の策定　※平成30年度に保存活用計画策定委員会による計画の検討を行った。
　・報償費　135千円　計画策定委員会委員謝金
　・旅費　629千円　文化庁指導監督、策定委員等に係るもの
　・需用費　744千円　事務用消耗品、印刷製本費（保存活用計画書）
　・役務費　４千円　郵送料等
　・委託料　2,552千円　計画策定業務委託料

【国】史跡活用整備費補助金　2,032千円
【県】史跡活用整備費補助金　　406千円

図書館 　　　　19 一人ひとりライフステージに応じた学習・スポーツの機会を確保する 

読書活動推進（市立図書館30周年記念事業） 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 図書館費

本年度（千円） 県 地方債 その他

529

　市立図書館の創立30周年を記念して子育て講演会及び自分30年史制作・製本講座を開催し、読書への関心の喚
起、資料の活用法の普及を通して、市立図書館のさらなる利用促進を図るもの。

○子育て講演会　519千円　主に子どもと子育て世代・市内小中学校の生徒を対象に開催
　・講師謝金等　253千円　謝金　旅費　食糧費
　・託児手数料　30千円
　・その他　236千円（消耗品費91千円　印刷製本費107千円　通信運搬費32千円　手話通訳手数料６千円）
○自分30年史制作・製本講座　10千円　主にシニア世代を対象に開催
　・消耗品費　10千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 7

前年度 国 一般財源

1,077 1,021

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 128

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 5

前年度 国 一般財源

0 950

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

図書館 【戦略】18 子どもたちがどこに行っても自慢したくなる、倉吉の愛着と誇りづくりを進める

山上憶良短歌募集 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 図書館費

本年度（千円） 県 地方債 その他

1,024 3

　万葉歌人山上憶良を顕彰し、鳥取中部地震からの福興のメッセージを全国に発信することにより倉吉のイメー
ジアップを図り、市民の郷土への誇りと愛情を育て、交流人口の増加、地域活性化等に資するもの。

・報償費　431千円　選者謝金等　受賞者副賞
・旅費　30千円　選者旅費　職員打合せ旅費
・需用費　216千円　消耗品費　食糧費　印刷製本費
・役務費　329千円　通信運搬費　雑誌広告料　作品データ入力手数料等
。使用料及び賃借料　18千円　広報ビデオ用著作権使用料　万葉衣装借上料

【その他】山上憶良短歌賞受賞作品集売払代　3千円

博物館 　　　　21 文化・芸術活動を活性化し、文化の薫りに満ちたまちの魅力を創造する

特別展「菅楯彦大賞展」 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 博物館費

本年度（千円） 県 地方債 その他

950

　大正期から昭和前期にかけて独自の様式で歴史風俗画を追求した倉吉市名誉市民の日本画家・菅楯彦の画業を
顕彰し未来へ継承するため、現在活躍中の日本画家の作品鑑賞機会を設け、優れた日本画作品の収蔵を図る。

○2020年度第10回菅楯彦大賞展実施に向けて、出品作家を指名する。審査委員が選定した推薦委員が作家を指名
し、作家選考会で審査委員の承認を受けた作家に出品依頼を行うもの。
　・報償費　700千円　推薦委員謝金40人　審査委員謝金５人
　・旅費　　140千円　選考会開催に伴う審査委員等旅費
  ・需用費　 40千円　消耗品費、印刷製本費
　・役務費　 20千円　通信運搬費
　・使用料及び賃借料　50千円　会場借上料

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 129

当初予算額 会計 一般 款 10 項 4 目 5

前年度 国 一般財源

0 2,000

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 53

当初予算額 会計 一般 款 2 項 4 目 3

前年度 国 一般財源

0 729

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

博物館 21 文化・芸術活動を活性化し、文化の薫りに満ちたまちの魅力を創造する

特別展「金澤翔子展」 予算説明書ページ

教育費 社会教育費 博物館費

本年度（千円） 県 地方債 その他

2,000

　行政と地元マスメディアが共催し、互いのノウハウを活かすことにより、効率的・効果的な文化芸術振興事業
を開催するもの。春祭りの期間の賑わいの創出も目的とする。

○ダウン症の書家として知られる、金澤翔子氏の展覧会を開催するもの。展示だけでなく、氏の母親であり師匠
でもある、金澤泰子氏の講演会や、本人の揮毫（書の実演）なども実施する。
　（開催期間）平成31年４月６日(土)～５月６日(月・休)　
　・負担金補助及び交付金　2,000千円　共催事業負担金

選挙管理委員会事務局 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

参議院議員通常選挙費 予算説明書ページ

総務費 選挙費 参議院議員通常選挙費

本年度（千円） 県 地方債 その他

24,493 23,764

　参議院議員通常選挙を執行するもの。（現職の任期：平成31年7月28日）

 1節　報酬　　　　投開票管理者・立会人報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,940千円
 3節　職員手当等　投・開票所の職務代理者及び事務従事職員手当等　　　　　　　　　7,527千円
 4節　共済費　　　臨時職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　155千円
 7節　賃金　　　　臨時職員事務賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,922千円
 8節　報償費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 146千円
11節　需用費　　　事務用品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　601千円
12節　役務費　　　郵送料・システム保守等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,253千円
13節　委託料　　　ポスター掲示場設置管理等委託料                  　　　　　　　2,127千円
14節　使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　538千円
18節　備品購入費　計数機・読取分類機用ユニット等購入　　　　　　　　　　　　　　3,284千円

【県】参議院議員通常選挙費委託金　23,764千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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担 当 課 施 策

事 業 名 54

当初予算額 会計 一般 款 2 項 4 目 4

前年度 国 一般財源

6,042 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 施 策

事 業 名 55

当初予算額 会計 一般 款 2 項 4 目 5

前年度 国 一般財源

1,849 0

事業の目的・意図

事業の概要（積算根拠　等）

主な特定財源（名称、金額　等）

選挙管理委員会事務局 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

鳥取県知事選挙費 予算説明書ページ

総務費 選挙費 鳥取県知事選挙費

本年度（千円） 県 地方債 その他

13,766 13,766

　鳥取県知事選挙を執行するもの。
（現職の任期：平成31年４月12日　告示日：平成31年３月21日　　選挙期日：平成31年４月７日）

 1節　報酬　　　　投開票管理者・立会人報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,394千円
 3節　職員手当等　投・開票所の職務代理者及び事務従事職員手当等　　　　　　　　　　6,047千円
 4節　共済費　　　臨時職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 52千円
 7節　賃金　　　　臨時職員事務賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,163千円
 8節　報償費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　81千円
11節　需用費　　　事務用品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　303千円
12節　役務費　　　郵送料・システム保守等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,925千円
13節　委託料　　　ポスター掲示場設置管理等委託料（平成30～31年度債務負担行為）　　2,320千円
14節　使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　481千円

【県】鳥取県知事選挙費委託金　13,766千円

選挙管理委員会事務局 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

鳥取県議会議員一般選挙費 予算説明書ページ

総務費 選挙費 鳥取県議会議員一般選挙費

本年度（千円） 県 地方債 その他

4,822 4,822

　鳥取県議会議員一般選挙を執行するもの。
（現職の任期：平成31年４月29日　告示日：平成31年３月29日　選挙期日：平成31年４月７日）

 1節　報酬　　　　開票管理者・立会人報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　64千円
 3節　職員手当等　時間外及び休日勤務手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300千円
 4節　共済費　　　臨時職員社会保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　 　52千円
 7節　賃金　　　　臨時職員事務賃金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 804千円
 8節　報償費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　275千円
11節　需用費　　　事務用品等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　573千円
12節　役務費　　　郵送料・システム保守等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　234千円
13節　委託料　　　ポスター掲示場設置管理等委託料（平成30～31年度債務負担行為）　　2,320千円
14節　使用料及び賃借料
　　　　　　　　　会場借上料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200千円

【県】鳥取県議会議員一般選挙費委託金　4,822千円

左の
財源内訳

左の
財源内訳
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